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改正前 改正後

原則
後継者が被相続人の相続開始の直前において特例
認定承継会社の役員である必要がある。

同左（改正なし）

先代経営者等である被相続人が60歳未満で死亡し

た場合には役員要件不要

先代経営者等である被相続人が70歳未満で死亡し

た場合には役員要件不要

後継者が特例承継計画に特例後継者として記載さ
れている者である場合には役員要件不要

例外

資産課税 非上場株式等の相続税の納税猶予制度における後継者役員要件の緩和

1．改正の概要
非上場株式等に係る相続税の納税猶予の特例制度について、中小企業経営者が高齢化している現状を踏まえ、後継

者に係る要件のうち、役員要件を緩和する見直しが行われる（納税猶予の一般制度は、60歳未満を70歳未満とする改正

のみ）。
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（注）2023年（令和5年）3月31日まで。

相続から5ヶ月経過日相続発生

相続発生

後継者が
代表者である

相続から5ヶ月経過日

後継者が
代表者である

（注）2023年（令和5年）3月31日まで。改正前後に関わらず、確認を相続後に受けても、他の要件を満たせば納税猶予の適用可。

又は

改正前 改正後

被相続人が

60歳未満の

場合のみ〇

被相続人が

70歳未満の

場合のみ〇

※被相続人の

年齢問わず

＜相続発生前に、後継者が特例後継者として記載された特例承継計画の確認を受けた場合＞

＜相続発生後に、後継者が特例後継者として記載された特例承継計画の確認を受けた場合＞
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3．実務上の留意点

• 相続税の納税猶予の場合だけの改正であり、贈与税の納税猶予における後継者の役員要件は改正されない。

• 先代経営者等が70歳未満であれば後継者の役員要件は不要となるが、（急な相続の場合も含め）納税猶予の特例制

度の適用を受ける可能性がある場合には、従来からの要件通り、2023年（令和5年）3月31日までに特例承継計画の確

認申請をする必要がある。

• 職制上の理由などで後継者が対象会社の役員になれないようなケースでも納税猶予の特例制度の適用が受けられる

ようになるが、「相続発生の5ヶ月経過日においては代表権を有すること」という要件があることに留意する必要がある。

• 納税猶予の一般制度においては次の留意点がある。

①改正点は、先代経営者等である被相続人が70歳未満（改正前60歳）で死亡した場合には後継者の役員要件は不要、

という点のみである。

②特例承継計画の確認を受けていたとしても、納税猶予の一般制度を適用する場合（例えば承継が2028年（令和10年）

1月1日以後になった場合）には、被相続人が相続時に70歳以上であれば、後継者の役員要件は必要となる。

2．適用時期

大綱に記載なし

• 相続発生前に特例承継計画の申請は終えているが確認を受ける前に相続発生してしまった場合でも、後継者の役員

要件を求めないこととなるか。

• 適用時期について、いつからとなるか。

4．今後の注目点


